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○（実計）防犯カメラ設置補助事業
事業者等が商業施設の駐車場などに防犯カメラを設置する際に係る経費や行政区が公道等の公共空間を撮影するため
防犯カメラを設置する際に係る経費の一部を助成しました。
　H30　事業者防犯カメラ等設置補助金：2件（防犯カメラ9台、レコーダー2台）
 　　　地域防犯カメラ等設置補助金　：3件（防犯カメラ3台、レコーダー1台）

○防犯灯LED化事業
市内に設置されている防犯灯の全てをLED化するため、平成30年度には、市内に設置されている防犯灯の現況調査を行
いました。
　10,556灯（LED防犯灯：5,930灯　蛍光灯その他：4,626灯）

○防犯灯設置事業費補助金及び防犯灯維持管理費補助金
　設置事業：94灯
　維持管理費：電気料金、修繕費

○防犯対策補助金
自宅に防犯カメラやカメラ付きインターフォンなど防犯に関する器具等を設置した場合に上限1万円を補助しました。（補助
率：1/2）
　H30　202件

○防犯啓発活動
各季の安全なまちづくり県民運動期間中や年金振り込み日に合わせて、様々な防犯啓発活動を実施しました。
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1．事業の概要
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４．総合評価

千円 19 節 節

事業の方向性

事務事業評価による額

○（実計）防犯カメラ設置補助事業
　今後も維持管理費等については、補助する予定はないことから、防犯カメラ設置による犯罪抑止
効果を説明し、防犯カメラ設置補助金についてPRしていく。

○防犯灯LED化事業
平成30年度実施した現地調査に基づき、市内に設置されている防犯灯の全てをLED防犯灯に付け
替える。今後は、設置・維持管理を市で行うことになるので、防犯灯設置費補助金及び防犯灯維持
管理費補助金は不要になり、リース料金及び電気料金の支払いのみとなり、事業費が削減される
見込みである。

〇削減額算出式
平成30年度防犯灯補助金額（新設＋維持管理費）：52,333千円
（新設：4,835千円　　電気料金：27,003千円　修繕料：20,495千円）
令和2年度防犯灯リース料＋電気料金：43,200千円
　52,340千円－43,200千円≒9,000千円

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

○（実計）防犯カメラ設置補助事業
　・防犯カメラを設置する場合に補助しているが、特に地域防犯カメラ設置費補助については、設置
後の維持管理に係る経費の補助がないことや、区長等地元役員が毎年交代するなどの理由から、
区で必要性を感じても設置に至っていない。
　・今年度、通学路を中心とした場所100か所に防犯カメラを市で設置することになっており、設置の
目的の違いなどを説明し、区に理解を得る必要がある。
（令和元年度からの実施計画は、防犯カメラ設置補助事業ではなく、通学路防犯カメラ設置事業と
なっている。）

○防犯灯LED化事業
　平成30年度に実施した調査結果に基づき、令和元年度には、市内に設置されている防犯灯の全
てをLED化する。
　LED化のスケジュール、LED化後の設置・維持管理方法の変更点などを区長等に説明する必要が
ある。

○防犯対策補助金
　平成16年度から補助を開始して以来、多くの市民に対して補助している。
　10年以上が経過し、2度目の申請の問合せが増えていることと、犯罪の傾向が変化していること、
防犯機器等の性能の向上などから、補助対象物品等を見直す必要がある。

〇指標の分析
・刑法犯認知件数：啓発活動の実施や防犯灯の設置、自宅等への防犯対策・パトロールの実施な
どの相乗効果により、刑法犯認知件数が減少している。
・防犯カメラの設置数：事業者防犯カメラについては、平成２７年度に補助率を4/5から1/2に、上限
額を50万円から30万円に変更して以来実績が伸びていない。
地域防犯カメラについては、一度に1台分が補助対象になっていることや、設置後の維持管理につ
いては費用も含めて区で行う必要があることから、設置に至らない場合がある。
・防犯教室の実施回数：平成30年度は、平成29年度以前と比較すると実施回数が減少している。こ
れは日程調整の結果都合があなかったものがあるが、刑法犯認知件数も減少傾向にあることか
ら、今後も平成30年度の実績値を下回らない程度で開催する必要がある。
・防犯対策の補助件数：平成30年度は事業者によるPRがあったこともあり、若干補助件数が増加し
た。（カギ屋や電気店などが補助があることをセールスポイントにした広告を行っていた。）
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